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要旨：ＲＣ超高層建物の施工性向上および短工期化を目的として，柱梁接合部をプレキャスト化することを

基本とし，梁主筋の機械式継手を柱梁接合部に比較的近い場所に配置したり，柱梁接合部を貫通して梁主筋

を接続したりする工法を開発し，柱梁接合部を含む部分架構を対象として構造性能確認実験を行った。実験

結果を既報の結果も含めて検討した結果，開発した工法は，在来工法と同等程度の耐力・変形性能を有して

いた。特に，柱梁接合部に梁主筋貫通孔としてシース管を配置し，空隙にグラウト充填した工法は，在来工

法と同等以上のエネルギー吸収能力を有していた。 
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1. はじめに 

 超高層鉄筋コンクリート造（以下，RC 造）建物の施

工では，プレキャスト化（以下，PCa 化）工法が採用さ

れることが一般的で，施工性の向上，短工期化などが求

められている。RC 造の工期短縮に対しては，コンクリ

ート打設がクリティカルパスとなるため，柱だけでなく，

柱梁接合部も PCa化することが求められる。また，柱梁

接合部の PCa化を計画する際，２方向の梁が取り付いた

状態の柱梁接合部は，運搬可能な寸法の制約から，２方

向のどちらか一方については，鉄筋継手位置をできるだ

け接合部に近づける必要がある。このような背景から，

筆者らは，これまでに，接合部 PCa化のための施工性の

検証や，PCa 化した部材の構造性能確認実験などを行い
1), 2)，上述のような要求に応えるため，図－１に示すよう

な施工方法を開発してきた。本報では，特に，梁主筋の

継手位置を対象とした十字型柱梁接合部架構の構造性

能確認実験について述べる。さらに，既報 3)に述べた実

験結果も含めて，部材の靭性能について検証を行う。 

 

 
図－１ プレキャスト工法概念図 

2. RC柱梁接合部架構の構造性能確認実験 

2.1 試験体計画 

 試験体は合計５体とした。試験体一覧を表－１に，使

用材料の特性を表－２に示す。試験体配筋詳細の例を図

－２に示す．在来工法による試験体 J-00を基準試験体と

し，同一の形状・配筋で，PCa 化を模擬して４体計画し

た。すなわち，左右の梁について，柱梁接合部に近い領

域に，左右の梁ともにモルタル充填式スリーブ継手（以

下，機械式継手という）を設け，梁危険断面からの距離

を変数として２体を計画した（J-ME00および J-ME03）。

また，一方の梁に機械式継手を設け，柱梁接合部内に梁

主筋を貫通するシース管を配置し，他方の梁から突き出

した梁主筋を貫通して差し込む工法 3)を模擬した試験体

（以下，シース管を設けた試験体，という）を２体計画

した（J-ME00shおよび J-ME03sh）。 

 

 
図－２ 試験体配筋・形状 
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 部材断面は，梁降伏が先行するように計画した。すな

わち，柱梁耐力比を 2.0 程度とし，靭性指針 4)に従って

接合部せん断破壊が先行しないようにした。なお柱梁接

合部には，7組のせん断補強筋（□-D10）を配置した． 

 加力は，図－３に示す装置により静的正負交番繰返し

載荷とした。また，軸力は軸力比 0.15の一定軸力とした。

また，試験体上下クレビス中心の相対水平変位を計測し，

クレビス中心間距離（=2200mm）で除した値を層間変形

角 Rと定義し，制御変形角とした。載荷は，R=±1/200，

1/100を２回ずつ繰り返した後，R=1/100ずつ振幅を増加

させ，R=1/25 の後は，R=1/17（6%）まで載荷する計画

とした。 

2.2 実験結果 

(1) 破壊経過 

 各試験体の損傷状況を図－４に，荷重～変位関係を図

－５に示す。いずれの試験体も，層間変形角 R=1/200の

加力サイクルにおいて，正負ともに梁の曲げひびわれお

よび柱梁接合部の斜めひびわれが発生した。基準試験体

J-00は，その後，R=1/100から R=1/50の加力サイクルに

かけて，梁主筋の降伏が確認された。その後，柱梁接合

部および梁に多数のひびわれが発生し，柱にもひびわれ

が進展しながら R=1/33および R=1/25の加力サイクルで

は耐力低下とともに柱梁接合部および梁の損傷が進み，

R=1/17までに最大耐力の 80%以下まで耐力低下し，加力

を終了した。梁両端に機械式継手を配置した試験体

J-ME00および J-ME03は，J-00とほぼ同様の損傷経過と

なった。シース管を設けた試験体２体は，R=1/100～1/50

にかけて梁主筋の降伏とわずかに耐力低下が進んだが，

荷重～変位関係上のスリップは見られず，梁端部の損傷

より接合部においてかぶりコンクリートの剥落（特に右

側のかぶりの剥落）などの損傷が激しい結果となった。 

(2) 耐力評価 

 実験結果一覧を表－３に示す。梁曲げ耐力は，平面保

持を仮定した断面解析により求めた。梁せん断耐力およ

び柱梁接合部のせん断耐力は，靱性指針により求めた。

なお，各部材の破壊耐力は層せん断力に換算した。いず

れの試験体も，梁曲げ降伏とした計算結果とよく対応し

ており，PCa 化工法の違いによる耐力への影響は見られ

ない。これらの PCa化工法によっても，在来工法と同等

の耐力評価が妥当であるといえる。 

(3) 主筋の歪性状 

 各試験体の主筋の歪度分布を図－６に示す。図は，

R=1/100および R=1/50時の上端１段筋，下端１段筋につ

いて示した。いずれの試験体も，梁端の 1D（D:梁せい＝

500mm，横軸の 775mmが 1.0D位置）付近まで降伏歪に

達していることがわかる。継手位置を 0.0Dとした試験体

は，継手の両端が降伏歪度を超えていることがわかる。 

表－１ 試験体一覧 

 J-00 J-ME00 J-ME03 J-ME00sh J-ME03sh

柱

B×D×H＝550×550×2200 
14-D25（SD490），囲-D10@75（USD785） 

接合部内：7×□-D10（USD785） 

梁
B×D×L＝375×500×3450 

4+2-D25（SD490），4-D10@125（USD785） 
継手 無し 両端 一端 

位置 － 0.0D 0.33D 0.0D 0.33D 

シース 無し 有り 有り 

 

表－２ 材料特性 単位：[N/mm2] 

(a) コンクリートおよびグラウト 

 圧縮強度 ヤング係数 割裂強度 

柱・接合部 65.6 3.39×104 4.12 
梁 55.3 3.20×104 3.69 

グラウト 118 － － 

(b) 鉄筋 

 降伏強度 ヤング係数 引張強度

D10(USD785) 890 1.91×105 1038 
D25(SD490) 527 1.97×105 711 

 

表－３ 実験結果一覧（各耐力） 単位：[kN] 

 J-00 J-ME00 J-ME03 J-ME00sh J-ME03sh

YT1 604 615 612 584 598 

YT2 686 696 700 705 704 

Max. 705 713 704 713 704 

V.my 626 

V.mu 664 

V.su 1005 

V.ju 826 
YT1, YT2：１段筋および２段筋降伏時層せん断力実験値，
Max．：最大耐力実験値（層せん断力），V.my, V.mu：梁
曲げ降伏時層せん断力（２段筋降伏時），および梁曲げ
終局時層せん断力（いずれも断面解析による），V.su：梁
せん断耐力時層せん断力の計算値，V.ju：接合部せん断
強度時層せん断力の計算値（靱性指針解説による） 
 

 
図－３ 加力装置 
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試験体 J-00 

 
試験体 J-ME00 

 
試験体 J-ME03 

 
試験体 J-ME00sh 

 
試験体 J-ME03sh 

図－４ 各試験体損傷状況（層間変形角 R=1/25終了時） 
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YT1, 2：梁１,２段筋降伏時，Y.Hoop：接合部補強筋降伏時 

図－５ 実験結果：荷重～変位関係 
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 また，大変形時(R=1/50)では，圧縮側主筋の梁危険断

面での歪度が小さくなっており，圧縮応力の負担が小さ

くなっていることがわかる。この傾向は，J-ME00，J-ME03

において顕著に見られる。シース管を設けた試験体

J-ME00sh，J-ME03shでは，危険断面においても，スパン

内と同程度の圧縮歪度が生じている。シース管の有無に

よる相違と考えられる。 

 

3. 実験結果の検討 

 ここでは，本報および既報 3)の試験体を対象として，

PCa化工法による架構の構造性能について検討を行う。 

3.1 既報の実験および結果概要 

 既報 3)では，本報の実験シリーズのうち，J-ME00shお

よび J-ME03sh と同様の一方の梁に機械式継手を設け，

柱梁接合部内に梁主筋を貫通するシース管を配置し，他

方の梁から突き出した梁主筋を貫通して差し込む工法

を在来工法と比較することを目的として，柱寸法や梁配

筋量を変動因子として５体の部材実験を行っている。各

耐力余裕度を，本報の試験体シリーズと対比して表－４

に，実験結果の例を図－７に示す。その他の詳細につい

ては文献 3)を参照されたい。なお，接合部耐力について

は，靱性指針による方法のほかに，文献 5)に示される接

合部曲げ終局モーメントの梁降伏時モーメントに対す

る余裕度についても示した。 

 本実験シリーズおよび既報 3)のうち JBシリーズは，梁

曲げ降伏により耐力が決定しており，JSシリーズは，柱

梁接合部のせん断破壊により耐力が決定している。なお，

文献 5)に述べられる接合部曲げ終局状態に対しては，JS

シリーズを除けば 1.5～2.0倍程度の余裕度が確保できて

いる。なお，既報 3)の実験シリーズでは，JBシリーズは，

いずれも梁２段筋の降伏が確認されている。一方，JSシ

リーズでは，梁１段筋のみが降伏し，２段筋は降伏して

おらず，梁の１段筋の降伏耐力計算値とほぼ同程度の最

大耐力となっている。 

3.2 エネルギー吸収性状 

 ここでは，各試験体の履歴エネルギー吸収性状を検討

するため，等価粘性減衰定数（heq）を比較する。各試験

体の，同一変位振幅の２回目の加力サイクルについて，

塑性率と heq の関係を図－８に示す。図には，TAKEDA

モデル 6)により求めた場合の heqTと，性能評価指針 7)に

よる手法から求めた heqPをそれぞれ示した。各 heqの評

価式を，式(1)，式(2)に示す。なお，TAKEDA モデルに

よる heqTの評価にあたり，ひびわれ点に対する降伏点の

変形および強度の比は，実験結果の平均値（DC/DY=0.036，

QC/QY=0.11，降伏点剛性の弾性剛性に対する比=0.33）と

した．また，付着の余裕度の算定にあたっては，シース

管およびグラウトを介して接合部内に配置された通し

主筋に対しては，グラウト強度を用いて付着強度を算出

した場合の余裕度と，シース管周面の付着強度と応力の

関係から求めた場合の余裕度の小さい方を用いること

とした。 
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図－６ 主筋歪度分布 
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 図より，実験結果は，シース管の有無により，heqが変

動することがわかる。試験体 J-00，J-ME00，J-ME03は，

TAKEDA モデルと同程度かやや低い結果となっている。

特に，J-ME00がやや小さな値となっており，機械式継手

が端部に接していることによる影響と推測される。一方，

試験体 J-ME00sh，J-ME03shは，試験体 J-00に比べて同

程度以上の値となり，TAKEDAモデルと同等以上の性能

が確保できていることがわかる。既報 3)の JBシリーズ試

験体についても同様の傾向となっている。すなわち，試

験体 JB-PCL，JB-PCHは，在来試験体 JB-RCに比べて，

大きな heqが得られており，これが TAKEDAモデルと同

等程度となっている。従って，前章の耐力評価結果とあ

わせて，本報で述べた一方の梁に機械式継手を設け，柱

梁接合部内に梁主筋を貫通するシース管を配置し，他方

の梁から突き出した梁主筋を貫通して差し込む工法に

よる柱梁接合部架構は，在来工法と同等程度以上の耐震

性能を有していると判断できる。また，試験体 J-00，

J-ME03，および JB-RCでは，塑性率 2程度以上の大変形

時には，TAKEDAモデルによる heqTを下回り，性能評価

指針による heqPに対応した結果となっている。 

 一方，JSシリーズの試験体の場合は，２体の間にほと

んど差がみられず，いずれも TAKEDA モデルと同等以

上の heq が得られている。梁の２段筋の曲げ降伏に先行

して接合部の破壊が生じた試験体であるが，エネルギー

吸収性状は，比較的よい結果となっており，さらに上述

の試験体のようなシース管やグラウトの影響は見られ

ない。これらの試験体２体は，いずれも梁１段筋のみが

降伏しているため，梁曲げ降伏型の試験体（２段筋まで

降伏）の場合とは，塑性率の定義が異なるため，他の試

験体と直接比較すべきではないが，接合部の損傷とエネ

ルギー吸収性状の関係においては，通し主筋の付着や接

合部せん断強度以外の要因も影響していることを示唆

していると推察される。 
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 ここで，heqT：TAKEDA モデルによる等価粘性減衰定

数，heqP：文献 7)による等価粘性減衰定数，DC/DY：降伏

変位に対するひびわれ変位の比（ここでは，各試験体の

平均値から 0.036 とした），QC/QY：降伏荷重に対するひ

びわれ荷重の比（ここでは，各試験体の平均値から 0.11

とした），α：剛性低下係数（=0.4），β：降伏点剛性に対
する降伏後剛性の低下率（=0.01 とする），μ：塑性率，
BI：付着指標（表－４の項目 4)［通し主筋付着余裕度］

の逆数），である。 

4. まとめ 

 鉄筋コンクリート造建物の施工の合理化を目標とし

て開発されたプレキャスト化工法を対象として，構造性

能確認実験を行い，既報 3)の結果とあわせて，耐力・変

形性状および履歴特性に着目し，耐震性能について検討

した。その結果，以下の知見を得た。 

１．梁曲げ降伏先行型として計画した試験体は，プレキ

ャスト化工法であっても，在来工法と同等程度の耐

力を有していた。 

２．主筋の降伏域は，概ね梁せいの１倍程度の領域とな

り，継手位置を 0.0Dとした試験体では，継手の両端

が降伏に至った。 

３．既報の結果とあわせて等価粘性減衰定数を比較し，

プレキャスト化工法は，在来工法と同等程度以上の

値となった。ただし，両端 0.0D位置に継手を設けた

試験体は，等価粘性減衰定数が小さくなった。 

４．一方の梁に機械式継手を設け，柱梁接合部内に梁主

筋を貫通するシース管を配置し，他方の梁から突き

出した梁主筋を貫通して差し込む工法の場合は，在

来工法に比べて等価粘性減衰定数が高くなった。 

５．梁の降伏前に接合部が破壊した試験体（JS シリー

ズ）でも，等価粘性減衰定数は比較的大きく，この

場合は，シース管とグラウト強度の影響は見られず，

在来工法とプレキャスト化工法との間に相違はなか

った。 

 

表－４ 試験体概要：各試験体の耐力余裕度 

本報 既報 3) 
項目 

J-Series JB-RC, 
JB-PCL JB-PCH JS-RC

JS-PC

1) 柱梁耐力比 2.11 2.65 2.14 1.41

2) 接合部せん断 
耐力余裕度 1.06 1.37 1.03 0.75

3) 接合部曲げ終局

耐力余裕度 1.54 2.02 1.70 1.18

4) 通し主筋付着 
在来工法 1.04 1.22 － 0.91

5) 通し主筋付着 
シース有り 1.48 1.57 1.57 1.17

各項目は以下の通り。 

1) 曲げ終局モーメントの梁に対する柱の比． 

2) 接合部せん断強度の梁降伏時せん断力に対する比 4)． 

3) 文献 5)による接合部曲げ終局モーメントの梁曲げ終

局モーメントに対する比． 

4) 在来試験体の場合の通し主筋の付着強度の余裕度 4)． 

5) PCa試験体の場合の通し主筋の付着強度の余裕度 4)．

ただし，材料強度としてグラウト強度を用いるか，シ

ース管周長に対して求めるか，いずれか小さい方． 
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TAKEDA Model：式(1)による，Guideline：式(2)による 

図－８ 各試験体の等価粘性減衰定数の比較 
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